
No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

工業団地内新規雇用者数 人

指標の方向

事業名 白井工業団地PR事業 コード 1 - 2

白井工業団地内企業に新規で
市民の正規社員又はパートで
就労した人の数

13 8

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

210.0 140.0 130.0 32.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 21 14工業団地などにおける市民の雇用拡大

種別 成果指標

目標 10 10 10 25

- 1 - 1 指標名

120.3 181.9 コスト効率 低下予算科目 会計 一般 款 6 項

産業振興課 課等長 金井　勉

指標１単位当たりコスト（千円） 37.9 114.5

事業期間 平成28年度 ～ 令和2年度 担当 市民環境経済部 ↑ 達成率

40
白井工業団地の情報発信基地
である産業振興センターの来
場者数

根拠法令 事業区分 □ 市単独事業 ■ 補助事業
実績

白井工業団地
見学者・来訪者数

人
目標 30 30 30

35 35 52

1 目 2 事業 ★白井工業団地PR事業

17
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 116.7 116.7 173.3
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　工業団地内事業者

取引関係者
市民、市外の人や事業者

白井工業団地内の世界に誇れる技術力や功績をＰＲし、認知
度を高め、地域雇用の拡大、地域経済の活性化につなげる。 項目 評価

42.5事業実施
の背景

白井工業団地は高度な技術を有する事業者が集積した千葉県内最大の内陸工業団地であるが、こ
の工業団地全体をＰＲすることで、市の魅力発信、地域経済の活性化が期待された。 指標１単位当たりコスト（千円） 22.7 45.8 30.1 85.6

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 白井工業団地は、技術力が高い事業者が集
積しているが、中小企業が中心であり、白
井工業団地全体を市民や市外の人にPRす
ることは、地域経済の活性化、地域雇用の
拡大、産業振興に重要なことである。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 低下

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ○広報紙やＰＲパンフレットなどによる事業者のＰＲを実施

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

一部委託 ■ 補助金等 ■ 協働 □□ 直営 □ 全部委託 ■

白井工業団地を市や白井工業団地協議会、
その他関係機関などで連携してPRしてい
くことは、白井工業団地全体を１つの経営
体として、白井工業団地や地域で補完しあ
い、経済の好循環を生むため効率的であ
る。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

WEBサイト の公開で、白井工業団地内
企業のPRが進み、BtoB（企業間取引）
の活性化、市民雇用の増加に繋がってお
り有効性は高いが、雇用政策については
整理可能である。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

R2年度

・白井工業団地地域産業振興センターの公開（一般公開、製品やパンフレットの公開・展示）
・白井工業団地PR動画HPの公開（約200社の動画、画像をHP内に公開）

他事業との連携・統合の余地はないか ×

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

動画を使ったWEBサイトの公開により、工業団内事業者のBtoB（企業間取引）や企業紹介に役
立っている。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 43,817 0 8 0 0 0

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金 43,816

終了 （ 　　年度 ）■ 休廃止 （ R2年度 ） □□ 改善して継続 □ 現状のまま継続
月）

地方債

事業の
方向性

その他 1 R 年 月）

一般財源 0 0

□

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
8 0

R 年

年

人件費計 Ｃ 9,732 795 1,595 1,563 1,455 1,455
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

1,595 1,563

0.20 0.20 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 9,732 795

月）

（実施時期：人数 1.20 0.10 0.20
（実施時期：

0.20 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

1,603 1,563 1,455 1,455

改善内容
今後は、雇用労働支援事業と統合し、効率的な事業推進を図る。

1,455 1,455

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員

5 1 2 1 01 白井工業団地PR事業

改善により期
待される効果

目的、効果が整理、統合され効率的に運営できる。
市民１人コストＤ/人口（円） 844.57 12.46 25.16 24.69 23.04

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

53,549 795



No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

利用者数 人

指標の方向

事業名 雇用・労働支援事業 コード 1 - 2

無料職業紹介所を利用した人数
※利用者の増加が成果とは言い難い
ため、参考の指標とする。

2,090 2,143

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

91.3 85.3 77.4 79.4

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 2,465 2,303工業団地などにおける市民の雇用拡大

種別 成果指標

目標 2,700 2,700 2,700 2,700

- 1 - 2 指標名

2.6 2.7 コスト効率 低下予算科目 会計 一般 款 6 項

産業振興課 課等長 金井　勉

指標１単位当たりコスト（千円） 2.0 2.3

事業期間 平成15年度 ～ 令和7年度 担当 市民環境経済部 ↑ 達成率

75 無料職業紹介所を介して就職した人
数
※失業率や有効求人倍率等の指標が
適切であるが、数値の把握ができな
い。

根拠法令 職業安定法ほか 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績
就職者数 人

目標 75 75 75

83 80 71

1 目 2 事業 ★雇用・労働支援事業

41
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 110.7 106.7 94.7
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　求職者及び求人者 求職者の就業及び地元企業の雇用を促進するとともに、労働

環境を改善する。 項目 評価

54.7事業実施
の背景

職業安定所までのアクセスが悪いことや社会情勢等から失業者の再就職希望者、高年齢者等の雇用
対策のため職業安定所だけではなく市でも対応が求められていた。 指標１単位当たりコスト（千円） 60.3 66.9 75.8 143.0

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 管轄の職業安定所までのアクセスが悪い
ことや、社会情勢などから失業者等の再
就職希望者、高年齢者の雇用対策のため
にも、職業安定所だけでなく、市での対
応も必要である。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 低下

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ○・職業紹介所における職業紹介を実施

・関係機関と連携し、若い世代等を対象とした就職支援セミナーの開催
・就職マッチングイベント等開催

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ×

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

無料職業紹介所の運営には、会計年度任
用職員を配置している。また、各種セミ
ナーについては、近隣市と合同開催する
など、効率的に実施している。改善策

取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

利用者数は昨年度よりも増加しているもの
の、就職者数は減少しており、新型コロナウ
イルスの影響が考えられる。目標数には到達
できていないものの、就職に結びついた人は
一定数おり、有効性は高い。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ×

R2年度

無料職業紹介所の運営（2名の相談員を配置）
就職活動支援セミナーを開催（千葉県、印西市、我孫子市などと合同で4回開催）
民間企業と合同でお仕事説明会を開催（セブンイレブンジャパンとシニア向け説明会を開催）
労働相談を実施
就職フェアは新型コロナウイルスの影響により開催中止

他事業との連携・統合の余地はないか ×

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

県内の雇用情勢は求人が求職を下回っており、厳しさがみられる。新型コロナウイルスの影響が長期化してお
り、引き続き厳しい雇用情勢になると考えられるため、雇用対策は重要なものとなる。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 3,506 3,418 3,753 3,820 4,406 5,100

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）□ 休廃止 （ 　　年度 ） □■ 改善して継続 □ 現状のまま継続
月）

地方債

事業の
方向性

その他 14 11 9 R 3 年 4 月）

一般財源 3,492 3,407

□

10 11 ■ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

4,406 5,089

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
3,744 3,810

R 年

年

人件費計 Ｃ 1,622 1,590 1,595 1,563 1,455 1,455
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

1,595 1,563

0.20 0.20 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 1,622 1,590

月）

（実施時期：人数 0.20 0.20 0.20
（実施時期：

0.20 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

5,348 5,383 5,861 6,555

改善内容
白井工業団地PR事業における工業団地見学ツアーなどの雇用拡大に繋がる事業、イベントを整
理し、雇用・労働支援事業に統合する。

1,455 1,455

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員

6 1 2 1 02 雇用・労働支援事業

改善により期
待される効果

雇用拡大に繋がる事業、イベントを整理、統合することで効率的に運営できる。
市民１人コストＤ/人口（円） 80.88 78.50 83.93 85.01 92.79

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

5,128 5,008



No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

農商工交流・連携回数 回

指標の方向

事業名 異業種・異分野間交流・連携事業 コード 1 - 2

交流・連携機会を手掛けた回
数

3 0

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

166.7 133.3 100.0 0.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 5 4異業種・異分野間のネットワークづくりによる交流・連携の支援

種別 成果指標

目標 3 3 3 3

- 2 - 1 指標名

521.1 1,455.0 コスト効率 低下予算科目 会計 - 款 - 項

産業振興課 課等長 金井　勉

指標１単位当たりコスト（千円） 159.0 398.9

事業期間 平成28年度 ～ 令和7年度 担当 市民環境経済部 ↑ 達成率

1
異業種・異分野の連携により
開発された新製品の数

根拠法令 白井市産業振興条例 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績
連携加工品・製品数 品

目標 1 1 1

0 1 1

- 目 - 事業 -

0
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 0.0 100.0 100.0
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　市内の事業者や市民活動団体等 相互のネットワークづくりによる異業種・異分野間の交流で

連携ビジネスが生まれる。 項目 評価

0.0事業実施
の背景

人口減少による地域経済の縮小が見込まれる中、農・商・工のバランスがとれた当市をさらに一歩
進めさせる異業種・異分野の連携による新たな産業の活性化策が必要となった。 指標１単位当たりコスト（千円） #DIV/0! 1,595.4 1,563.4 1,455.0

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 市内の事業者や起業家、市民活動団体等
との交流・連携により雇用の拡大、市内
産業の活性化に繋がることから必要性は
高い。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 向上

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ×・白井工業団地のPR活動、産業振興ネットワーク、市内の催し等において、新たな交流・連携を

生み出す環境の整備 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □□ 直営 □ 全部委託 ■

既存の事業や関係機関と連携した異業
種・異分野間の調整・ネットワーク化を
図るものであるため、効率性は高い。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

市内の事業者や起業家、市民活動団体等
との交流・連携により雇用の拡大、市内
産業の活性化に繋がることから有効性は
高い。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

R2年度

・白井産業振興ネットワーク会議（新型コロナウイルスの影響により開催中止）
・白井フェミナスハートプラス（新型コロナウイルスの影響により開催中止）

他事業との連携・統合の余地はないか ○

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

□ 増加傾向 ■

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）□ 休廃止 （ 　　年度 ） □□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続
月）

地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 0 0

□

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
0 0

R 年

年

人件費計 Ｃ 811 795 1,595 1,563 1,455 1,455
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

1,595 1,563

0.20 0.20 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 811 795

月）

（実施時期：人数 0.10 0.10 0.20
（実施時期：

0.20 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

1,595 1,563 1,455 1,455

改善内容

1,455 1,455

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員

7 1 2 2 01 異業種・異分野間交流・連携事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 12.79 12.46 25.04 24.69 23.04

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

811 795



No. 事業コード - - -8 1 2 3 01 幹線道路沿道活性化事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 63.95 62.31 62.59 61.72 57.59

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

4,055 3,975

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員
R

月）

3,989 3,909 3,638 5,456

改善内容

3,638 5,456

月）

人件費 4,055 3,975

月）

（実施時期：人数 0.50 0.50 0.50
（実施時期：

0.75 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 4,055 3,975 3,989 3,909 3,638 5,456
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

3,989 3,909

0.50 0.50 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
0 0

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 0 0

□

□ 休廃止 （ 　　年度 ） □□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

令和２年６月の都市マスタープラン及び市街化調整区域における地区計画の運用基準の改訂により地区まちづく
り協議会の設立による土地活用の機運及び民間企業からの注目が高まっており、当該事業に対するニーズは拡大
している。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ

都市計画提案制度を活用した地区計画の
策定による企業立地は、市の将来像を反
映した民間開発を誘導することが出来る
ことか効率的である。改善策

取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

市の活性化につながる産業の立地には、
幹線道路沿道やインターチェンジ周辺で
の都市計画による誘導政策が有効であ
る。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

R2年度

・都市マスタープランの土地利用方針及び市街化調整区域における地区計画の運用基準に「インターチェンジ周辺検討地区」を追加し、幹線道路周辺における地区計画によ

る企業立地を可能とするための上位計画への位置づけを行った。（令和２年６月改定）

・白井市まちづくり条例に基づき、木公益的施設誘導地区、富ヶ谷地区、法目上長殿地区及び二重川周辺地区まちづくり協議会が設立された。

・木公益的施設誘導地区及び富ヶ谷地区においては、協議会への支援としてサウンディング型市場調査を実施し、民間企業との対話を行った。

・協議会設立区域において、サウンディング型市場調査実施後地区計画によるまちづくりを実施することについて千葉県都市計画課、農地農村振興課及び企業立地課と協議

を行った。

他事業との連携・統合の余地はないか ○

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

市街化調整区域における地区計画によるまちづくりを庁内横断的に
支援するため、都市建設部各課及び産業振興課を含めた庁内調整会
議を開催した。

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

千葉ニュータウン事業の完了、人口減少社会の到来、少子化・高齢化の進展を迎え、持続可能なま
ちづくりを進めるため、商業・物流など民間活力によるまちの活性化が必要である。 指標１単位当たりコスト（千円） - - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 持続可能なまちづくりを進めるために
は、雇用や税収等の地域振興をもたらす
企業の立地に向けた都市計画による誘導
政策が必要である。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ○都市計画法・都市計画関連法を活用し、流通業務施設や地域振興をもたらす企業等が立地可能にな

るような誘導施策の実施 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

- 事業 -

２　事業概要（Plan）
種別 指標の方向 達成率 - - -

②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　幹線道路沿道 幹線道路沿道の活性化を図ることで、幹線道路等の立地特性

を活かした誘導による企業等の進出を推進する。 項目 評価

-事業実施
の背景

環境建設部
達成率

-根拠法令 都市計画法・都市計画関連法 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績

目標 - - -

- - -

- 目

- 1 指標名

3,908.5 3,637.5 コスト効率 向上予算科目 会計 - 款 - 項

都市計画課 課等長 小島　健太郎

指標１単位当たりコスト（千円） - 3,988.5

事業期間 平成２８年度 ～ 令和7年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

- - - 50.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 - 1未利用地や幹線道路沿道等における開発誘導

種別 活動指標

目標 - - - 2

- 3

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

市街化調整区域の地区計
画の策定数（累計）

地区

指標の方向

事業名 幹線道路沿道活性化事業 コード 1 - 2

都市計画的手法の成果として
地区計画の策定数とした。

1 1

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -9 1 2 4 01 創業支援事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 1.28 12.46 12.52 12.34 11.52

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

81 795

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員
R

月）

798 782 728 728

改善内容

728 728

月）

人件費 81 795

月）

（実施時期：人数 0.01 0.10 0.10
（実施時期：

0.10 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 81 795 798 782 728 728
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

798 782

0.10 0.10 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
0 0

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 0 0

□

□ 休廃止 （ 　　年度 ） □□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続

0 0

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

平成29年度から始まった本事業の定着、各地で開催されている起業家交流会の開催により、創業
機運は続いており、創業希望者の実務的相談窓口、支援制度のニーズは依然として高い。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 0 0 0 0

地域の関係機関のそれぞれの強みを生か
した支援体制により、効率的である。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

地域の関係機関と連携した支援体制の構
築により、きめ細やかに有益な支援を実
施できている。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

R2年度

・創業支援事業計画による連携した支援体制で創業支援
・経営・創業なんでも相談の開催（毎月第２火曜日）
・商工会窓口にてワンストップの創業相談支援の継続
・千葉県信用保証協会にて創業スクール及び白井市商工会において創業塾を開催した

他事業との連携・統合の余地はないか ○

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

創業者を支援し、起業者数を増やすことにより地域雇用の拡大、地域経済の活性化を図る

指標１単位当たりコスト（千円） 794.9 99.7 260.6 363.8

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 創業機運が高まる中、地域の関係機関と
連携した支援体制が必要であり構築でき
ている。対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 低下

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ×起業準備のために必要なセミナー、専門知識を有したアドバイザーによる個別相談窓口の開設

地域の関係支援機関と連携したネットワークの構築による創業支援体制の環境整備 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

- 事業 -

2
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 100.0 800.0 300.0
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　創業希望者 創業しやすい環境を整えることにより、実際に創業し、創業

後も持続して事業活動を展開できる。 項目 評価

40.0事業実施
の背景

市民環境経済部 ↑ 達成率

5

創業した人の数（実人数）

根拠法令 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績
創業者数

目標 1 1 1

1 8 3

- 目

- 1 指標名

26.1 33.1 コスト効率 低下予算科目 会計 - 款 - 項

産業振興課 課等長 金井　勉

指標１単位当たりコスト（千円） 198.7 24.2

事業期間 平成28年度 ～ 令和7年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

80.0 660.0 600.0 146.7

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 4 33起業希望者に対する支援のしくみづくりや起業を意識した学習機会の提供

種別 成果指標

目標 5 5 5 15

- 4

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

創業者支援数 人

指標の方向

事業名 創業支援事業 コード 1 - 2

創業者支援数（延べ人数）
30 22

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

参加者数 人

指標の方向

事業名 起業学習・体験事業 コード 1 - 2

「白井フェミナスハートプラ
ス」イベントに来場又は出展
した人数

317 0

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

101.7 80.3 45.3 0.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 働く場を生み出すまちづくり

実績 1,017 562起業希望者に対する支援のしくみづくりや起業を意識した学習機会の提供

種別 成果指標

目標 1,000 700 700 700

- 4 - 2 指標名

6.3 72.8 コスト効率 低下予算科目 会計 一般 款 2 項

市民活動支援課 課等長 松岡　正純

指標１単位当たりコスト（千円） 4.9 4.4

事業期間 平成27年度 ～ 令和2年度 担当 市民環境経済部 ↑ 達成率

根拠法令 女性活躍推進法 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績

目標

1 目 10 事業 ★起業学習・体験事業

２　事業概要（Plan）
種別 指標の方向 達成率 - - -

②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　子育て世代の女性（起業希望者・起

業家含む）
女性の就労における多様な生き方、働き方を見つけるととも
に、女性起業家同士がネットワークを形成し、今後の事業活
動を発展させる。

項目 評価

-事業実施
の背景

男女共同参画に関する住民意識調査で、働きたくても働けない29歳以下・30代女性が3割を超すという結果を踏
まえて、女性の多様な生き方・働き方を考える機会を提供する必要性が高まった。

指標１単位当たりコスト（千円） - - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 一億総活躍社会に向けて、女性の多様な生き
方、働き方を考える機会は提供すべきであ
る。対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ×●白井フェミナスハートプラスを開催≪実行委員会方式≫　*青少年女性センターと合同実施

・起業家、起業希望者による出展
・男女共同参画に関する講演会などの開催

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ×

一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 ■■ 直営 □ 全部委託 □

「ふくしまつり」と統合することで、青少年
女性センター利用の女性起業家、起業講座受
講者のほか、活動団体の活用が期待されると
ころである。実行委員会にもう少し事務を分
担し、ゆくゆくは実行委員会（市民団体）主
体の開催が望ましい。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

男女共同参画推進事業、起業応援事業は、県
等でも類似の事業がある。
指標目標を達成できず、今後、より多くの来
場者を見込みたいことから、青少年女性セン
ターより「ふくしまつり」と統合し、新たな
イベントを実施する。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ×

R2年度

令和2年9月に、白井フェミナスハートプラスとふくしまつりを「清戸の杜フェスティバル」とし
て合同開催する予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大により中止となった。

他事業との連携・統合の余地はないか ×

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

他事業との連携・統合
市民等との協働を導入・拡大
その他

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ×

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ×

一億総活躍社会の実現に向け、ますます女性が多様な生き方、働き方を考えていく時代であり、
今後もニーズは増加傾向にある。（今後は、ふくしまつりと統合して、同種の事業を実施）

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 166 185 63 50 0 0

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）■ 休廃止 （ R2年度 ） □□ 改善して継続 □ 現状のまま継続
月）

地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 166 185

□

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
63 50

R 年

年

人件費計 Ｃ 4,866 4,769 2,393 1,954 73 0
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

2,393 1,954

0.25 0.01 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 4,866 4,769

月）

（実施時期：人数 0.60 0.60 0.30
（実施時期：

□ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

2,456 2,004 73 0

改善内容

73 0

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員

10 1 2 4 02 起業学習・体験事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 79.36 77.67 38.54 31.65 1.15

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

5,032 4,954


